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議論する。具体的には，Bell et al. (2014)が構築した「情報伝達手段」すなわちオンラインかオフ
ラインという区分と，「フルフィルメント」すなわちピックアップか宅配かという区分で分類する
2×2 のフレームワークをもとに，オムニチャネル小売業のロジスティクス統合を分析する。その


















































る。具体的には，小売業のロジスティクス研究に対する文献レビュー（第 2 章および第 3 章），消
費者視点で見たロジスティクス統合とオムニチャネル小売業者の類型化（第 4 章および第 5 章），
オムニチャネル小売業のロジスティクスに対する理論的アプローチ（第 6 章および第 7 章）を通










































                       
５ 論文の特質 
 本論文の特質は，従来の記述的，発展段階の概念的な研究にとどまっていたオムニチャネル小売
業の研究に対して，既述の理論的課題と実践的課題の提起を通じて行った以下の 3点である。 
・オムニチャネル小売業のロジスティクス統合に理論的にアプローチした点 
・消費者の便益を考慮した点 
・オムニチャネル小売業の概念に統計的分析を用いて類型化を図った点 
 
 これまでのオムニチャネル小売業の研究は，概念的な発展論か記述的な研究にとどまっていた
が，店舗型小売業と通信販売のロジスティクス研究を丹念にレビューし，そこからオムニチャネ
ル小売業のロジスティクス統合の独自性を明らかにした。 
 次に，オムニチャネルは消費者のカスタマージャーニーを強調するものであるが，効率性とい
った小売業としての企業視点のみにとどまらず，Alderson の「品揃え物と品揃え形成」の議論
に基づき徹底して消費者の便益からプロセス的視点を採用して議論を展開した点である。 
 そして従来，オムニチャネル小売業は一括りに議論されていたが，小売業の展開するオムニチ
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ャネル戦略によってその様相が異なる点を指摘した。そして統計的分析を用いてその類型化に成
功し，ロジスティクス統合が必要となるオムニチャネル小売業の類型を明らかにした。 
 これらの研究成果は，オムニチャネル小売業の研究に大きく貢献するものであり，当該分野に
おいて研究を今後，前進させるものであると期待できる。 
 
６ 論文の評価 
 本論文の評価はこれまで概念的，記述的に議論されていたオムニチャネル小売業の研究に，徹
底した消費者視点をベースにして，これまでの効率性を重視する小売ロジスティクス研究との相
違点を緻密な文献研究によって明らかにしたことと，オムニチャネル小売業の類型について経験
的な研究を導入した点に挙げられており，これらの点は高く評価できる。これは審査委員全員で
の一致した意見でもある。 
これに加えて，オムニチャネル小売業の研究に関連する諸学会，すなわち日本物流学会，日本
商業学会，日本消費経済学会などでの部会報告ならびに全国大会において本研究に基づく報告は
高く評価されている。 
今後の研究課題として，①インターネット通販事業者のオムニチャネル化の進展，②先行研究
におけるオムニチャネル小売業のロジスティクスの「効率性」に焦点を当てた議論と本研究との
融合，③消費者の知覚リスク以外の規定要因の探索，および④オムニチャネル小売業の類型以外
の本研究に対する実証的な研究の必要性を指摘できる。 
 
７ 論文の判定 
本学位請求論文は，商学研究科において必要な研究指導を受けたうえ提出されたものであり，
本学学位規程の手続きに従い，審査委員全員による所定の審査及び最終試験に合格したので，博
士（商学）の学位を授与するに値するものと判定する。 
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